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第 1章

はじめに

半導体またはある薄膜製造工程におけるイオン注入では、従来は数 10keV程度の高エ

ネルギーのイオンビームが用いられているが、最近は低エネルギーのイオンビームによる

イオン注入による薄膜生成の研究が始められている [1]0 しかし低エネルギーのイオンビー

ムは空間電荷の影響を受けやすく制御が困難である。実際の工程に用いるには不安定性の

発生を抑制し、輸送を安定化する必要がある。イオンビームの収束はまず磁場によってお

こなわれるが、そのとき周囲にあるプラズマと相互作用をする。そのためイオンビーム ・

プラズマ系の基礎過程の研究が必要である。

一方地球磁気圏のカスプ磁場の領域のプラズマ中でビームによると考えられる多数のイ

オンサイクロトロン高調波のモードが観測されており [2，3トその励起機構が興味ある問題

となっている。また今までに、実験室においてはQマシーンと呼ばれるアルカリ金属 (Cs，

k等)の熱電離プラズ、マ中で、電流駆動により静電イオンサイクロトロン波が不安定にな

ることを多くのク守ループが観測し報告している [4，5]0この不安定性については、多くの研

究者 [6，7]が種々のモデルを用いて理論解析を行っており、 RasmussenとSchrittwieser[8] 

のレビ、ユー論文に詳細が報告されている。しかし実験結果と理論解析にくい違いがあった。

そこにはプラズ、マ密度およびビーム密度の不均一性の効果が考えられていなかった。不均

一性がある時、磁場に垂直方向に電場が形成され、その電場によってプラズマおよびビー

ム粒子の運動が変えられる。これらの粒子軌道の変化を考慮した理論解析は実験結果を説



明することが出来た [9，10]0殆ど現実の実験室プラズ、マは不均一で、ある o 波動現象の解析

で不均一性のパラメータとして電子ドリフト周波数J がある。 Mikailovskii[11 ]は d が

イオンサイクロトロン周波数の n倍の周波数 nωCl を越えるとき n倍までのイオンサイク

ロトロン高調波が励起されることを指摘した。これはプラズマ密度の不均一性によって励

起されたドリフト波と固有モードであるイオンベルンシュタイン波が結合してイオンサイ

クロトロン高調波を不安定にするものと考えられる O 我々は円柱プラズ、マで磁場に平行に

イオンビームを入射したとき、高次までの高調波までのイオンサイクロトロン高調波の強

い励起を観測した [12]0この不安定性はプラズマ密度の不均一性によっておこるけれども、

イオンビームの遅い空間電荷波または遅いサイクロトロン波とイオンサイクロトロン高調

波が結合して不安定性を増大させると考えられる [13-15]0

つぎにこれらの不安定性の抑制を、外部から高周波電場の印加でもって可能かどうか研

究された。以前に Gore等 [16]は Qマシーンにおける実験で、高周波電場を印加するこ

とにより、高周波およびその両側帯波に関するポンデラモーティブ力が低周波による密度

揺動を抑制してドリフト不安定性を安定化出来ることを示した。これらについての理論解

析も行われその可能性を示したい7，18]。一方最近、 トカマク装置での実験 [19ぅ20]におい

て、高周波によるプラズ、マ加熱において中心部分のプラズ'マ温度の著しい増大と、プラズ

マ閉じ込めの著しい改良が見られる CoreHigh Modeと呼ばれる高周波印加の加熱モード

がある。これらは不安定性を抑制して、プラズ、マからの粒子およびエネルギーの損失を軽

減する輸送障壁をつくるものと考えられている。このことは、磁気流体的 (MHD)不安

定性 [21，22]とドリフト型の不安定性 [23，24]については理論的に指摘されていた。また線

形装置においても、イオンビーム ・プラズ、マ系でドリフト不安定性が発生するが、これは

イオンビームがプラズ、マの不均一性を増大させるからと考えられている。その系で、 Lower

Hybrid周波数の高周波電場の印加によりこの不安定性が完全に抑制されることが示され

ている [25]0我々はイオンビーム ・プラズ、マ系おいて、イオンサイクロトロン高調波の不

安定性が起こるとき、 LowerHy brid周波数近傍の高周波をビームを変調することによって
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印加した。そのとき不安定性の抑制と増大を観測した [26ぅ27]0不安定性が起こる印加高周

波の周波数範囲はかなり狭いものであった。この機構を調べるため理論解析を行った。こ

こで、印加高周波電場およびその両側帯波の電場が円柱プラズ、マの径方向に電場の勾配を

持つが、これらの高周波電場のポテンシヤルの勾配によるポンデラモーティブカ [28]が不

安定低周波に作用してその密度揺動を低減させると考え、また線形な円柱プラズ、マと円柱

イオンビームとして、径方向に関して円柱状の境界条件を考えた大局的モデルで、解析した

[29]0これから得た数値解析結果と実験結果はかなり良い一致を見た。ここで印加高周波の

周波数が LowerHybrid周波数よりも高く、かなり広い周波数範囲で不安定性が強くなる

のが観測される。これはパラメトリック崩壊不安定性よると考えられるがさらに詳細は検

討されねばならない。不安定な静電イオンサイクロトロン波のパラメトリック崩壊不安定

性については実験的，理論的に以前詳細に調べた [30]0

また電子ビームを用いてビームとプラズ、マとの相互作用によって生成される波動を補足

的に調べた [31-33]

第2章に理論解析結果をイオンビーム ・プラズ、マ系における低周波の線形分散関係と高

周波印加に基づく非線形解析について表す。第3章には実験装置とその方法を表す。第4

章は実験結果をイオンビーム ・プラズマ系における自然励起波についてと高周波印加によ

る不安定低周波および各々の高周波の振る舞いについて表す。第5章は考察として理論と

実験結果の比較を行い、第6章に結論を示すD
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第 2章

理論解析

2.1 不安定波の線形分散関係

静電近似のもとで、不均一性なイオンビーム ・プラズマ系におけるイオンサイクロトロ

ン高調波の不安定性を解析する。プラズ、マ中のイオン、電子、イオンビーム粒子の分布関

数を fi、ん、んとして、静電場Bo、電場E中では以下の Vlasov方程式に従う。

。fα 81， θfα
一一+vーーと+1三(E+ v x Bo)一C'I 0 
8t δr mα8v  

、、EE，，
，，

1
t
ょっム

〆
'
『E

、、

(α= i，e，b) 

まず、イオン粒子の解析を行う。ここで五の下っき添字 iを落とし、fiをf(r，v，t)と

する。

f(r， v， t) = fo(r， v) + f1(r， vぅt) (2.2) 

f1 (r， v， t)αexp(ikr -iωt)として線形化すると

。11. ........， r . e δん
一一+v¥7 11 + -=-E1 τ一=08t I • • J 1 I m ~ 1 av (2.3) 

また、んは平衡な次の関係を満たす。
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δん
vV 10 + (v xωJ否L7=0

ここで、 ωci= eBo/mで、い)ciはイオンサイクロトロン角周波数である。

平衡系、即ち摂動下の粒子の運動は以下の式に従う。

dv 
(vxω口

dt 
dr 

dt 
V 

ωC2ω必にして (2.4)、 (2.5)を積分すると

υx υ上山(Wcit+ゆ)

υν=υ上cos(い}cit+ゆ)

上の 2式を (2.5)式の下の式に代入して、積分定数を X ， yとおいて、それぞれ

X二 Z-21 ? Y=ν+三三
いJ い}ci 

2 υ} 
ε上二τ Vz υz 

従って定常状態の分布関数は任意の関数Rを用いて

ん(r，v) = Fi(ε1.， ，仏X，y)

(2.4 ) 

(2.5) 

(2.6) 

(2.7) 

(2.8) 

不均一性が弱し、として X をzについて、Yをyについてテーラー展開して、2次の項以

上を無視して

(vx会)
lo(r， v) = Fi(ε1.， ，仏民y)+ マFi(r)

い!ci
(2.9) 
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んの空間不均一性は上式の右辺第2項の補正項によるものからくる o もし Fiがイオン

密度 npi のマηp~ が￡方向にとり、速度分布はマクスウェル分布で、あり、温度 T の \7Ti = 0 

、Fi= (品~)ま npi(ψ-4 、k=kタとすると (2.9)式に代入して

fo(r， v) = E+ZLf2LV e一等2 生色~X) 
'ω -¥2πT.;) - 8x: 

二 F.;(1 +υν1 8n山 L¥'一一一 ・

¥'ωci npi ( X ) 8 x ) 

( mi¥E mJ/υνθln npi( X)¥ 
= (日) ηpi (x) eーす (l+z- h ) (2.10) 

E =-¥7ψとするとき (2.3)式は

'11 e θん
でこ_.¥7ψτ一
αt mi av 

¥
1
1ノ

1
i
 

1
i
 

nノ
ム】

，，，E
，、、

とできる O

ψ= exp(-iωt + ikr[t])とし f(t=一∞)= 0を考えると、 (2.11)式を tで積分して

fl(r，v) =三r
t

マゅ三五~dt'
mi人∞ 8v(t)

(2.12) 

ここで (2.8)式の分布関数について R= (X， Y)として、

。ん 8Fi. A 8Fi 会 δFi
一一一二 v，一一一十 Z一一一一一一×一一-
8v ム Oεょ I - 8Vz ωci 8El 

(2.13) 

上式において A= (εよ?にう R)とすると、δFd8Aα (AαはAの成分)はずによらな

い運動の恒量なので、積分の前に出す事ができる。よって (2.12)式は
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f1 二三 ft¥htθん t'
m; J-∞ 'ア θv

=ヱl~ \71þ lv上 ~Fi +出 -2-×包|
ー∞ | θε上 8Vz ωσ θRI

e fδFi rt r-7 I 7" ， θFi rt δゆ1.1
mi l友:人∞V上・ァー 十万玄人∞否7m
1 IβF; rt .1 

十二~ I 瓦 × 土∞ マムψ I dt' ( (2.14) 

dψ 
V上V'lt=一+i(ω-kzvz)ψ dt 

ここで、 ゅの全微分から

これを (2.14)式に代入して

vhυ 
q，J
U
 

d
-
-
j
 

M

N

M

 

九

ゆ
4
t
i
w一伐

レ

z

h
、

z

'k

t

∞
1
M引
」

+

f
l↑

×

F
一

江

'

R
一
江
民
一

R

O
一
円

d
l
い川ノ

0

5

0
一
O

J

U

・
t

r

i

l

l

-

L

υ

λ

4

内

l

一

同

九

恥

1
1
4
1

十

j

I

ιu，
一，ァ
L

d
一
d

M

/

いい¥ハ
ハ
/
z

t

∞

ψ
一

一

.
k
.

fj

f↑

1κ
一

;

一ム

×

R
一
九
サ
目
∞
M
Z
R
一R

円。τ
a

il-'ι

仏
U
T

ハ
σ
ス
σi

f
-
-
K
R
一χ
f
l
l
l
イパ

e

一問。
1
0

e

一ml
一
一同

=

十

二

十

i
l
J
 

ここで I(k，同 υ)は

恥 ?υ=イ∞似t'
= イ∞exp -i[ ω t' -k. r仰吋4川川(いいげ例t:γη;グヴfワ)リl
二 ifo∞exp-i[ω(t -t') -k . (r -r')]dt' (2.16) 

(2.6)式と、 η次のベッセル関数Jη に関する恒等式、

仰(土iαsinB) = 玄 Jη(α)叫(土inB)
n=-(Xコ
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を用いると、

exp -i[ω(t -t') -k . (r -r')] = exp { -i (ω -kz九 -nωci)t}exp( ilゆ-zηゆ)

x 三ゐ(午)九三ム (k~.と) (2.17) 

ここで l=η として (2.16)式は

hυ)=ω-kzJ一九三ぺ(午) (2.18) 

次に、電子については e、mぃ npi、Z、ωCtを-e、me、npe、Te、Wceとすると置換して

fel が得られるO また、イオンビームの速度分布関数はドリフトマックスウェル分布(ドリ

フト速度は Vb) とするとき、 ωをω-kzVbおよび npi、Zをη件、 Tbと置換して fblが得

られるO ここでωceは電子サイクロトロン周波数、 η戸、 ηpbは電子およびイオンビームの

粒子密度であり、丸、 Tbは電子温度、およびイオンビームの熱的拡がりを表す。次に静電

近似を用いるとき、摂動電場Elに対する Poisson方程式は

マEl=ztfんldv (2.19) 

(α = i，e，b) 

であるO

(2.19)式にん1(α= i， e， b)を代入すると、

l=Z-え1tJ f，αldv 
=エ qα qαf( AF ∞ 々(半)~1I ~ <Þ:~ Q -乞一一 ~ dv (2.20) 
k2εωmα ) l' aε上 η ∞ω-kz九 -nωcα|
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但し、 α=bのときはωはω-kz切であり、以下同じである。ここでFα=ηαfαM， fαM 

は規格化された Mωωell分布を示す。よって、Gは

。fαMθfαM， f(αM 
G=ηo(ω-kzvz ) τ一 +ηokzτ~+ηo~K，cxkν

uεょ OVz い)cα ー

従って(2.20)式は

2f ∞ (々与ム) r ( 川 rcxM 1 i 
l=-Z同玄-57jz∞ω-hz-Mi(-2z)fαM+告的rdυ 
ωpt、ωpe、Wpbはイオン、電子、イオンビームのプラズマ角振動数で、あり、入Dα(α =i，e，b)

は各々の粒子のテ、パイ波長である。

fαM 
q，ゐ

一
υ
一
-一
2
尚

一一

υ

z-
υ
一

2

一
2
3
2
よ一

2
・的

υ
一.叫

υ
一
υ

ト
「
ト
L

手

P

〉

x

e

e

 

q

L

q

L

 

/
/
 

/
，j
 

つdー

j

w

j

一2
ね

一

2
t

-
i
一
υ
1
i
一
υ

一

介

一

汁

一
一
一
一 (2.21 ) 

ここで

fbM 

但し、 υtα(α=i， e， b)はイオン、電子、イオンビームの熱速度である。

これらの速度分布関数については、

l=-Zpiz;+Zpiz;式汁ーかん)
×三~η(入α)[:~-;ど

(2.22) 
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入α=(kVtα/ωcα)2/2 (2.23) 

従って変形して、

l=-Z古(1+tZY

k
 
×
 
G
 
V
 

η

一k+
 

G
 

一一G
 

ホ κκυ2
ム=1一二三.ω*uαtα
U ω' α2ωcα 

ここで Zはプラズ、マ分散関数で、あり、んは η次の変形ベッセル関数で、ある。

今、 (2.20)式における Gが次のようになるとき

この関係を用いて同様に分散式を導けば

1=-5古[1+立え(ん-鳴子)
xZ(ωニcα)e叫(んl] (2.25) 

となり、右辺に対し各パラメータの和をとり左辺に移項すれば、一般的な分散式となる。

以上より各成分に関する電気感受率は、以下の式で与えられる。

Xα=寸γ11+τぞ-frんーヂ~，~ 1 Z(与子fthe-~fn(ん)I 
凡ハDαL 向zUtαー∞ L ハα¥..vcα 」 向 Utcr J 

(α=九e)，
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1ω-κzυbぶ IIηω; 1ω -KzVb一ωc 入 |
11 + --1 . -~ -v )~ 1九一一一IZ( 一 :)e一九Iη(人)1 (2.26) 

が入bbL kzW 

不均一なイオンビーム ・プラズ、マ系におけるイオンサイクロトロン波についてはん《

1ωjkzVte <<1 ，ω<< Wceが成り立つO このとき、プラズ、マ分散関数の漸近展開及び

ベッセル関数の級数展開

z
 

p
v
 
ru 
J
 
+
 ハU
ハU

ハU

>

二

く

一
片
山
、

~v~
け

一J
'
m

m

m

l
一わ

I

I

I

一

0

1

2

1
-
z
r
i
-
-
、l
l

一

一

一

二

「

0

2
 

1

Z

 

>
 

¥

/

 z
 

|ん 1 << 1 

、 1 入ι
e一入。In(入α)ごっ(子)

η L 

を適用できるO そのとき 電子、イオン、ビーム、それぞれの電気感受率は次のように

得られる。

2ω2ω 一ω*
二丁十(1+ i~~le) =τ'P; (1 + i";:;'"'"'1 '"'"'e) (2.27) 
k
2八De kzVte....' k

2υfe ' kzVte 

また、イオンの電気感受率においては

ん~ 1 ， 1ω7ηωc:1 >> 1 
Kzυti 

であるので、
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l いJ α。 μJ本 η:μJ. いJ一一 ηいJc 、
Xi二可[1+広三(1ーすーは)Z(-M11)e-叫ん)] (2.28) 

イオンビームに関しては実験との比較で、

ωb 二 ω - kzVb ) 
獄事κb 本 rb
い)b=ωz一一 ~ωt一一

/'i，i ri 

υ;b rv  0.2vZi うん =0.2入Z

が成り立つので、

Xb=市ll+1;υbE(l一さ一号)Z(斗:;7)e一入bIn(入b)

従って、分散関係は次のようになる。

ε=1+χe + Xi + Xb = 0 

(2.27)-(2.30)により数値解析した結果を次に示す。

(2.29) 

(2.30) 

図2.1は、数値解析により得られた典型的な磁場に平行方向の波数 kllを一定とした分

散関係を示す。ここで、(a)と(c)は W*/ωCt二 3.0と5.5に;対する磁場に垂直方向の波数

hに関するたよーωの分散図であり、 (b)と(d)は(a)と(c)に対応した波の成長率同を

不すO ここで実線は成長モード、点線は減衰モードを示す。図 2.1(a)，(b)に見られるよう

に、 W*/ωci = 3.0の場合には、イオンサイクロトロン高調波の基本波と 2次の高調波の 2

つのモードが不安定となるo w* /ωci = 5.5に増加したとき、図 2.1(c)，(d)に見られるよう

に、 5次のイオンサイクロトロン高調波までの 5つのモードが不安定になる。図 2.1(d)に

12 



見るように、各モードの最大成長率をもった上の値は高調波の次数の増加と共に増加する

のがわかる。従って、高次の高調波の方位方向のモード数 l(= keio)は l= 1より大きい

値を持っと考えられる。次にんを一定とした数値解析による分散関係を図 2.2~こ示す。図

2.2(a)， (b)はフラズマだ、けの場合、図 2.2(c)，(d)はイオンビーム ・プラズ、マ系における分

散関係を表わす。こ こで、(a)と(c)はた11一 ωの分散図であり、 (b)と(d)は(a)と(c)に対

応した成長率同を示す。プラズ、マだけのときには、イオンサイクロトロン高調波の各々の

モードの成長率はた11のかなり小さい値でピークをもっO イオンビームが存在するとき、不

安定波の周波数はわずかに変わるだけであるけれども、各々のモードの成長率は、チェレ

ンコフ結合 ω=kll旬、サイクロトロン結合 ω=た11同一ηωci (η は整数)を満たす (ω?た11)

の近傍点で、強いピークをもつものが見られる。実際に、図 2.2(d)のAはチェレンコフ結

合条件を、 Bは η=1のサイクロトロン結合条件を、 Cは η=2のサイクロトロン結合条

件を満たす。従って、イオンビームのプラズ、マへの入射により、イオンサイクロトロン高

調波の各々のモードがチェレンコフ又はサイクロトロン結合により強く励起されるものと

考えられる。

13 



『

ω
q
u
 

6 
• • • • • • • • • • 

‘
 

• 
‘
 

• • • • • • • 

-・・・-------ー一司・.ー.‘・. ・・. ・.・・. ー『・・.ーー・・...
-・・----

• • • 
‘
 

• • • 
‘
 

• • • • • • • • • 

-.・.
---.・・ー一ー・・.-

‘h‘・

3 

2 2 

O 

kムvtJIωCI

百

3 

-・・・・・・・・・・・・・・・・--一ー・・.・ー一・・--・ーー・・・・・・ー一一ー・・・-.

-・・・・・・・・・・・・・.-・・・・ー一司・.--ー・・・・・・----._-------

4 
-‘・
3 

q
u
=

つ』

O 

kムvtJIωci

‘、，，、J・
‘Z
E

・
，，E
t

・

3 
、、、

3 0.1 

O •••• •••• •.•. •••• •••• •••• .•.• •••• •••• •••• ••• ••• ••• ..•• 
.
 ‘
 
.
 

•.• 
・2
・
・
.a・
1

・
『
-

S

・
J

・-
.・・・.、.
・a
・
.. ・・
... 、

•. 

‘
 

•. ••• ••. 
.. 
・
，.・.・.・
.‘ 
•. •• • • • • 

6 O 6 

kムvtJIωcl

、Ea
'
A
U
 

，ι
・、、q
u
 
nu 

3 
-.... 
一つい
V

0.1 

O 

6 O 6 

kムVtllωcl

図 2. 1 (a) The k上ーωdiagram，where solid and dotted curves corr回 pondto growing and damp-

ing mod田， r回 pectively.Here (ωpi/ωci)2 = 4 X 104， Ti/九=0.025，npo/nμ=0.05， vb/vu=50 and 

ω.jωci=3.0. (b) Tl1e growth rate versus kl.. of mod邸 denotedby 1 and 2 of (a). (c) The 

kl..一ωdiagram，where solid and dotted curves correspond to growing and damping modes， 

r回 pectively.Here ω・/ωci=5.5and other parameters a問 thesame as ones of (a). (d) The 
growth rate versus k上 ofmodes denoted by 1-5 of (c). 

14 



4 

I 』

ぃ(a) 5 

r.""_ . 

4 

ト・ーーー 「

3 

H 

2 

トー

1 1 

円
ノ
』

百

3
~
3

O 0.01 0.02 

k 11 vtJ IωCI 

0.03 

(c) 5 

4トー.-._._-_._._.-.-._.-.~.、 F・ー・二
4 

ち

3 

3 2ト

トーーーーー一一一一一一一戸、 一ー ー、，ー...-------ー・『
3 

2 

o 0.01 0.02 0.03 

k U vtJ Iωcl 

、‘.，，-D
 
，，，‘、

0.04 

O 

3 
h、、

3 
0.02 

0.03 

k U vtJ Iωcl 

つ

ーー

図 2. 2 (a) The kll-w diagram in only a plasma， where (ω'pl~/ Wci)2 = 4 X 104， Tt/九=0.025and 

ω・/ωd=5.0.(b) The growth rate versus kll of modes denoted by 1-5 of (a). (c) The knーω
diagram in an ion beam pμla邸smasy戸st旬en叫 wl 悶 en. μpb/ η P戸i=Oω.ベ刈05丸， Vb/t叫J勾ti=50，and other parameters 

are the same邸 on回 of(a). (d) The growth rate versus k:1I of modes denoted by 1-5 of (c). 

15 



2.2 高周波印加による非線形解析

不均一なイオンビーム ・プラズマ系において高周波を外部から印加したときの不安定な

イオンサイクロトロン高調波の相互作用を理論的に解析する。前節で得られたと同様の 会

方向に静電場Boがあり 、電子密度 ηpeとイオン密度 ηptが平衡状態にある半径 Tのプラズ

マ円筒を考えることにする O 速度句会と密度 ηpbをもったイオンビームをプラズ、マ中に入

射する。イオンサイクロ トロン高調波の不安定性によりこの平衡状態は乱される。イオン

サイクロトロン高調波の角周波数ω、磁場方向の波数ん、方位方向のモード数Jとしたと
き、そのポテンシャル併を次式とする o

ゆ=ゆ(ァ)exp[-i(ωt-kzz -ffJ)] ¥
2
1/
 

1
tム

今
、

u
つん
/
'
t
E

、、

不均一なプラズマ中に含まれるイオンサイクロトロン高調波の分散関数はε(ωヲk)= 0で

あるO ここで誘電関数εは次のように、前節で導かれた。

ε=1+χe+χi+χb (2.32) 

Xα=誌[1+tZ∞(1ーさ-nt)
xZ (ω山中xp(一入α)In(入α)] ， (α=り

χb ニ誌[1 +1;\241 ーさ-悲~)
xZ (ω-17ω~) 仰(一入b) In( 入 b) ] 

ω淑 kgT;αO1nnpα 
一αmαωcαδァ?

ん-竺乙-

2ωcαJ 
(α =: e，i，b) 
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イオンビームの密度が低いとき、通常ω;>>ω7?ω;であり、不均一プラズ、マの分散関数

への寄与はイオンサイクロトロン高調波の周波数領域での Xeの電子ドリフト項からのみ得

られる。そのため、電子ドリフト周波数ω;は〆として以下に示す。電子ドリフト周波数

J がnωci (nは整数)を超えるときに n倍までのイオンサイクロトロン高調波が不安定に

なことが前節の数値解析で示された。低域混成波 (LowerHybrid波)の周波数近傍の高周

波を外部印加する。この高周波の角周波数ω。、磁場方向の波数 koz、方位方向のモード数

J。としたとき、外部印加の高周波のポテンシヤノレは次のように書くことができる O

ゅ。=ゆ。(i)exp[ -i(ωot -kozz -foB).1 (2.33) 

イオンサイクロトロン高調波の存在により、高周波は低域と高域の 2つの側帯波が生じ

る。これらの波の静電ポテンシャルを次のようにおくことにする。

ゆ1，2(i)exp[-i(ω1，2t-k1，2zZ - fl，2B)] (2.34) 

ここで、添字1.2を付したものは低域および高域側帯波のものを示す。イオンサイクロ

トロン高調波、高周波、側帯波の周波数、波数およびモード数は次式の関係を示す。

ω1，2ωo干ω k1，2z二 koz干kz) f1，2 = fo平f (2.35) 

印加高周波と側帯波はポンデラモーティブカ Fpz= -iekz科(ゆpはポンデラモーティブ

ポテンシヤル)として系に働く [28]。連続の方程式と運動方程式よりやpは以下のように表

現される。

ゆp 一 η一一一 [勾ゆlk1(koょ×会)+ゆ仇k2(l~o上 × 会)]
ムII/，W ceWo
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ω<< kzVteであるので、電子に働く%とゅの影響は断熱的であるので、電子密度の摂動

ηεは以下の式で与えられるO

ηe ￥(ゆ+科)(1+iV7f半乙)
九zVte 

(2.37) 

そして、イオン密度とイオンビーム密度の摂動向、川への応答は次のように表される。

円 eI ω ∞ ω本 ηω本いJーηω¥I 

m=-Til+広三(1ーすーポ;)Z( 川 i
口

)ι(ん)e一九l

町二一千[l+1rbnE
∞

(1ーさ一号)
ω-1);υι -nω 
xZ( γ? 川 W 勺Iη(入b)e一九|

んzVtb
(2.38) 

ポアッソン方程式マ匂=(ηee -nie -ηbe)/ε。に川、問および ηbを代入することによ

り、次の式が導かれる。

。2ゆ 1aゆ f2 ω;i
一+一一+(p2ーヲ)ゆ=τの(l+iV7f一一一)a，2 ' ，a， ' ¥r し

2 'P¥ 
kzVte 

(2.39) 

ここで、 Cs 作五はイオン音波の速さである。また、

ω2TE ωTe ヱP2=-4[-+一一ー ヤ (1一一一一一)Z(-2h)ん(ん)e一入zC3Z KZ1Jt1Z η←∞ ω 入μ
ci/-' kzVti 

ω-ω
本 ω:h.T ω- k~Vh T 

+1 + i J7f~1 ~] _ -- ~O [ユ+
，vZ 口三

zVte c; lTi kzυti Ti 
∞ ω本 ηω本 ω-kz一 ηωc 、

× 玄 (1 一一一一一)Z( ~ 'I
VZ 'V~Ct 

)In(ん)e一入b]-k; (2.40) 
=∞ 入bωCt

/ -， kzυtt 

18 



となる。非線形項、即ち (2.39)式の右辺の項がないとき、 (2.39)式はベッセル方程式で、あ

り、?、 =0で有限解をもっとしづ境界条件をみたす一般解はゆ =AJ1(p，)で与えられる。プ

ラズ、マ円柱の半径をァoとするとき境界条件はゆ(町)二 Oになり、それはみ(p'o)= 0になる。

これはp二九(η=131--)の固有モードの根を与える。 (2.38)式の有限な右辺、即ち非線

形項が存在するとき、ゆ(γ)はゆ =I:AnfηJe(pηア)として書かれる。このようにみの完全直
交関数の和により表現される。ここで、九は規格化定数である。 (2.39)式に九Je(pη，)，d，

を掛けて、ァで積分する。よって次の式を得るO

F
'
 
，d
 

p
'
 P
 

A
V
 

T
 
九pa 

dF4-
rd 

f
l
o
 

n
 

F
i
 

ω
一

向

一
一
υ
一
'
か
九

ω
一J
 
+
 

1
i
 

2
均一

d
一一η
 

A
 

っ，u
n
n
y
 

n
y
 

J
川

u

一2
(2.41) 

2n 
71fL=- pe (マゆox会)マゆ
2iω2Temewce 

(2.42) 

低域と高域の側帯波の非線形な密度の摂動は運動方程式と連続の方程式を解くことによっ

て得ることができる。

ザL二 e2ηp_  e(マ佑× 会)マゆ
一 2iω1Temeωce-

各々の密度の摂動 ηfL、バILをポアッソン方程式マ2ゆ1，2二=L enf.f /εoに代入すること

により、ゆ1、のに関する方程式は次の方程式によって導かれる O

。2ゆ 18ゆlω2KL 21ω2klZ2 
一一+一一一+(一一「一一一一戸)ゆ18，2 ' ， 8， ωfr2ωfT5 

=守22me;lh(マ佑×仰 (2.43) 

。2ゆ2， 1 8CT2 ω?K2r;ω?K22 
一一+一一一十(よ一一一一よ子，'")CT2 
8，2 ，θァ ω; ァ2ω210

ω2 p 

=-4in v (マゆox会)マゆ
c; L，'lmeω2ωce 

(2.44) 
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ω
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(2.45) 

ここで吋ニ [ωふ/(1+ωふ/ω~e)][l + (Mik6z/mekのつであり、これは低域混成波 (Lower

Hybrid Wave)の分散関係を示し7ωLはLowerHy brid周波数である。非線形項、即ち (2.43)、

(2.44 )の右辺の項がないとき、各々の式は一般的なラーゲ、ル方程式で、あり、それらの解は

以下のラーゲ、ル多項式で、表されるO

ここで、 η1，2=し2・・・である。有限な右辺、即ち非線形項の存在により、 (2.43)式と (2.44) 

入の解はゆ1，2 玄日122dlltとなる (rη1，2は規格化定数)。これらは完全直交系となる o
nl，2 

れらの式にψA';rdTをかけて、ァで積分を行う。よって次の式を得る。

ω;12rn1 rη 
(入l一入ηlll)Anl=-n

p 
T7A  

Lmeω1ωce c;rO 

f∞ 2θ勾 -F2

×人T(イ-7)37み(PnT)ε対 1L~\ (c-i )dr (2.46) 

μ2 rη2 r n 
(入2一入ぃ)An2=-n

p 
T7A  

Lmeω2ωce c;rO 

f∞ 2 2 ¥ 
fJゅ。

× 人 T(ro -7)37Jt(PJ)e一対立 (Ç~)dT (2.47) 

い)Lκ1.2zT。
入1，2
二一， う 入η1，2，el，2 = 2(2n1，2 + f1，2 + 1) 
い)1.2

方位方向に対称である印力日高周波を仮定する。つまりん=:0であり、 (2.41)式、 (2.46)

式、 (2.47)式でAη、Aπ1、Aη2を消去する。そのとき非線形な分散関係は次の式で得られる。

ε ート
μ1 ___ + 

μ2_ 
=0 

'入1一入ηl，e) 入2一入η2，e2
(2.48) 
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(ro ( ァヘァ 。φ。{f，2 t f. 
，2品川12fig2×lA(1-ddt(N)ve25fFLC1;(とん)dl12 

ここで、 φ。=[( e/me)OOJ/ c;である。 εは不均一なイオンビーム・プラズ、マ系における線
形誘電関数 (2.32)式である。

(ω ，k)， (ω0， ko)， (ω1， k1)と(ω2，k2)はそれぞれ不安定波、印加パワー、低域と高域の側帯

波である。他の表記法は一般的なものである。 (2.48)式により印加高周波電場のもとでの

不安定なイオンサイクロトロン高調波の周波数と成長率を計算する。図 2.3は数値解析に

よって得られた典型的な印加高周波電場の周波数 ω。に関する 3つのイオンサイクロトロ

ン高調波(基本波 1，2倍の高調波 2，3倍の高調波:3)の不安定低周波の周波数

依存性 (ωo一ω 図)を示す。ここで矢印で示される周波数ωLは LowerHybrid波の周波

数である o 3つの不安定モードの周波数変化は殆ど見られないが、 LowerHybrid波の周波

数近傍の高周波印加においてわずかに変わるのが見られる。

図2.4は図 2.3に対応した印加高周波電場の周波数に関する 3つの不安定低周波の成長

率の依存性 (ω0-γ図)を示す。LowerHybrid波の周波数 ωLより低い周波数の高周波電

場の印加において、 ωLの近傍で3つの不安定低周波共、それらの成長率は急激に小さくな

り、不安定性が抑制されるのが見られる。 一方、 ωLより高い周波数の高周波電場の印加に

おいては、 3つの不安定波ともに、それらの成長率は大きくなり不安定性が増大するのが

見られる o

図2.5は数値解析によって得られた印加高周波の規格化されたポテンシャル φ。をパラ

メータとした、図 2.3におけるイオンサイクロトロン高調波の基本波についてのωo一ω図

を示す。印加高周波電場の周波数が LowerHybrid波の周波数 ωLの近傍で、不安定低周

波の周波数は高くなるのが見られる。

図2.6は図 2.5に対応した ωo一γ図である。この図に見られるように、 ωLより低い周

波数近傍の高周波電場の印加に対して、争0=2.5では不安定低周波は幾分かが抑制される
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だけである。しかし φ。=5.0では成長率は負の値となり減衰モードとなり、不安定性は完
全に抑制される。 φ。=2.5のときの4倍の高周波電力の印加により完全に不安定性は抑制
されるのが見られるO
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第 3章

実験装置と実験方法

実験は線形装置で行われ、その概略図が図 3.1に示される。磁場コイノレ中に長さ 95cm， 

内径 9.5cmのパイレックスガラス製の真空容器が置かれている。プラズ、マは約 1mTorrの

中性アルゴンガス圧において熱陰極放電(カソード径三3CHlまたは 4cm)で図の左側で

生成される。反対側に置かれた冷陰極放電で生成されたイオン源プラズ、マに加速電極(穴

の径三 0.9cm) に加速電圧(九=100-500V) を印加することにより発生させ、生成イオ

ンビームは外部磁場(磁場強度 Bo=100-700Gauss)平行に入射される。高周波の (ψ 電

場(周波数ωo~ 100 MHz，電力 Po~ 20 W) はイオンビームの加速電極に印加し、ビー

ムの速度変調により低域混成波の周波数近傍の波をプラズ、マ中に励起する。

計測用の径方向に可動な4本のアンテナプロープ(ァ-probe)と軸方向すなわち磁場に平

行方向に可動なアンテナプローブ (z-probe)が真空容器中に挿入されている。ァ-probe 

の内 1本はエミッシブプローブであり、イオンビーム ・プラズマ系の空間電位を計測する。

波動の周波数スペクトルの測定においてはアンテナとして用い、そのスペクトル分布はス

ベクトルアナライザーにより計測される。またフラズマのパラメータはラングミュアプロー

ブとして用いて電子密度と温度が計測される。また干渉法による各々の波の干渉波形の測

定も試みた。

実験は、まずイオンビーム ・プラズマ系からの自然励起波の周波数スベクトルと、その

ときのプラズマパラメータを測定する。それらの波の干渉波形の計測も試みる。つぎに高
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周波電場の印加のもとでの不安定低周波の周波数スペクトノレおよび印加高周波，その低域

と高域の側帯波の周波数スペクトノレを計測し、印加高周波の周波数依存性および電力依存

性を調べるO それらの波の干渉波形の計測も試みる。またその時のプラズマパラメータの

変化を調べる。

得られたデータはパソコンで処理した後、各種の波の空間的な強度分布や、プラズマの

電子密度、電子温度の空間分布を求める。
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第 4章

実験結果

4.1 自然励起した不安定波

定常磁場中に生成された円柱状プラズ、マに縦軸と平行方向にイオンビームを入射したイ

オンビーム ・プラス、マ系において、自然励起した低周波数の不安定波のスペクトルの典型

的な例を図 4.1に示す。実験は、プラズ、マ生成のために直径 4cmの熱陰極を用いて行っ

た。 ドリフト波とみられる低周波の波と共に、イオンサイクロトロン周波数 ωcd2π=18.2 

kHzより高い周波数領域 ω>nωci (nは整数)に不安定波の励起がみられる。この場

合は、 ωcd2πの3倍以上の周波数領域にわたって不安定になっているのがわかる。また、

電子ドリフト波の方位角方向のモード数 L= 1に対するプラズ、マの不均一性 w*/ωCtは、

ω減/ωci 1.8、 L=2に対しては、 w*/ωci '" 3.6と概算される O そこで、イオンサイク

ロトロン高調波 (1CH波)の 3次の高調波まで不安定になる。磁場 Boに対する 3つの

不安定モードの周波数と振幅をそれぞれ図 4.2(a)，(b)に示す。 3つのモードの周波数は、

ηωci (n=1ぅ2，3)を超え、磁場中の周波数依存性は ICH波のそれに一致する。 3つの波の

振l幅は、 Boの増大、即ち w*/ωCtの減少と共に減少する。不安定モードの振幅は、プラズ

マの不均一性 ωVωCtが強くなるときに大きくなることがわかる。イオンビームの密度と

ビーム速度 (vb = 100 -300 e V )に対する 3つのモードの振幅を図 4.3(a)ベb)に示すo
vb = 100 -300 eVの領域では、イオンビームとの相互作用は保存されるO それぞれの不

安定波の振111高は、ビーム密度およびビーム速度の増大につれノて大きくなるのが見られる
O
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従って、不安定波はイオンビームの注入により強く励起されることがわかるO

次に、直径が 3cm熱陰極を用いて実験を行った。そのとき、プラズ、マの不均一性が強く

なるので不安定モード数が増大すると考えられる。励起された波の典型的な周波数スペクト

ルを図 4.4に示す。ここで、概算のプラズ、マの不均一性は、l= 1に対しては ωVωci~ 2.4 

、l=2に対しては w*/ωci ~ 4.8であるO もし、 l=2までのモードが励起されるならば、

そのとき、 J は 4ωClを超えるO 図4.4に見られるように、少なくとも 5つのモードが不

女F定になっている。不安定モードの数は、プラズ、マの不均一性の増大とともに増加するの

がわかるO
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4.2 不安定波のモードの推定

図4.4で観測されたそれぞれの不安定波の波数の評価を行った。干渉法によりこれらの波

の測定を行った結果、縦軸方向、径方向のいずれについても伝搬パターンは得られなかった

ことから、これらの波は磁場に平行な方向と磁場に垂直な方向に定在波になっていると考

えられる。もし、それぞれの不安定波が円柱状のプラズ、マ中で完全な定在波になっていると

すると、それぞれの波の振幅の軸方向および径方向の形状は、 J，( kr i p) cos ( l e) cos (ηm/L) 
ととることができるO ここで、 J，は J次のベッセル関数、 ipはプラズ、マの半径、 m は整
数、 Lは軸方向のプラズ、マの長さである。図 4.5(a)は、ビームの入射点からの距離 zに対

する 5つの不安定モードの振幅変化を示している。図 4.5(a)における軸方向の振幅変化よ

り、 1番目および2番目のモードの縦方向の波数はた11=π/L竺 0.046cm-1 (L = 68 cm) 

ととることができる。 九二 250eV (町二 3.4x 106cm/s)であるイオンビームのみの分散

関係の 3つの系統を図 4.5(b)に実線で示す。ここで、上から下の 3本の線はそれぞれ空間

電荷モードおよび n=l，2のスローサイクロトロンモードである。番号1および2で示し

た黒丸は、た11= 0.046 cn1-1に対する l番目および2番目のモードである。 1番目と 2番

のモードは近似的にそれぞれスローサイクロトロンモード ω=kll同一 ωCt およびスロー

空間電荷モード ω=何Vb- (kll/k)ωpbを満たすことがわかるO もし、 3番目から 5番目

のモードが 1番目または 2番目のモードより大きなた11 を持てば、これらのモードはイオ

ンビームのスロー空間電荷モードまたはスローサイクロトロンモード (n=lまたは 2)と

結合することができる。図 4.5(めからわかるように、 3 番 ~I から 5 番目のモードのた11 は

2π/ L ~ 0.092 cm-1ととることができる。また、 kll = 0.092 cm-
1に対する 3番目から 5

番目のモードの周波数スペクトルを図 4.5(b)に番号3-5の黒丸で示している。図 4.5(め

からわかるように 3， 4番目および5番目のモードは、それぞれ、 n=lぅn=2のスロー

サイクロトロンモードおよびスロー空間電荷モードの分散関係を満たす。従って、すべて

の不安定モードはチェレンコフおよびサイクロトロン結合によってイオンビームと相互作

用をすることが考えられる。
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図4.6(a)は径方向の位置ァに対する 5つの不安定モードの振幅変化を示し、図 4.6(b)

はプラズマ密度の径方向の変化を示す。すべての不安定波はプラズマ半径 η 内に閉じ込

められているのがわかる。乃は図 4.6(b)の径方向のプラズ、マ密度分布から概算すると約

2.5 cmになる o w*の値は図 4.6(b)における径方向分布から概算すると、方位角方向の

モード数 l= 1， 2に対してそれぞれ、 w*/ωci ~ 2.4， 4.8となる。そのとき、 1'"'-'3番目の

モード (ω/ωCt三2.3)は l= 1をもっモードとして励起されうるが、 4、5番目のモード

(ω/ωCtど3.0)は l= 1に対して安定である。 4、5番目のモード (ω/ωCt三3.6)の方位角

方向のモード数を l=2にとれば、これらのモードは不安定になる。そこで、 1'"'-'3番目

のモードに対しては l= 1を、 4、5番目のモードに対しては l= 2をとることにする。

これらの波の径方向の振幅変化は J次ベッセル関数 (l三1)の振幅変化として見ることが

でき、それぞれの波の方位角方向のモード数は l次ベッセル関数のモードに一致する。そ

こで、径方向の波数んを、 l=l (1'"'-'3番目のモード)に対して 3.8/lp竺1.52cm-1と

とり、、 l = 2 (4、5番目のモード)に対して 5.1/lp~ 2.04 cm-1ととる。また、方位

角方向の波数んは l/Ioから得られる。ここで、 10はそれぞれの波が励起されている径方

向の位置であり、近似的にはそれぞれの不安定モードの振幅が最大になる径方向の位置と

して決定される。従って、図 4.6(a)より、 10は1'"'-'3番目のモードに対してはど 0.85cm 

であり、 4、5番目のモードに対しては竺1.3cmである。
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4.3 高周波電場を印加したときの不安定波の振舞

図4.7は前節と同様にイオンビーム ・プラズマ系における自然励起状態での不安定波のス

ペクトルである。この測定においては、 ωci/2汁=12.4 kHzである。また、方位角方向のモー

ド数を l= 2にとると、プラズ、マ密度分布より求めたプラズマの不均一性は、 w*/ωcz二 4.8

となる。そこで、4番目までの波が不安定になっている。図 4.7において 1で示したのが

基本波であり、 2， 3， 4で示したのが、それぞれ周波数が ηωci(η ニ 2，3，4)近傍の高調

波である。モード 1の波のみがプラズ、マの不均一性によって励起された ICH波の基本波

であり、モード 2， 3， 4の波はプラズ、マの不均一性とイオンビームによって励起された

高調波である。

次に、低域混成波の周波数近傍の周波数 (ω。)の高周波を外部から印加した。図 4.8は、

高周波を印加する前後における電子プラズ、マ密度の径方向分布の変化を示している。ここ

では、電子プラズ、マ密度に変化はみられない。また、イオン飽和電流の測定結果にも変化

はみられなかった。これらの結果から、高周波印加の前後においてプラズ、マの形状は変化

していないと推定できる o 図4.9は、高周波を印加する前後における電子温度の径方向分

布の変化を示している o 電子温度は、電子密度と異なり、高周波の印加により上昇してい

るのがわかる o

図 4.10に周波数 60.16MHzの高周波を印加したときの不安定波の典型的な周波数ス

ペクトノレを示す。ここで、低域混成波の周波数 ωLは、 (kllo/ko)2~ 0.003と仮定すれば、

ωL = 60.5 MHzとなる。 ICH波の基本波(モード 1)および第3、第4高調波(モード

3、4) は高周波の印加によって抑圧され、第2高調波(モード 2) はほとんど消失して

いるのがわかるO

図4.11は、図 4.10と同じく高周波を印加した場合であるが実験条件が少し異なってい

るO 図 4.11(a)は、不安定低周波の周波数スベクトルの振幅分布を示し、図 4.11(b)は印

加高周波と両側帯波の周波数スペクトルの振幅分布を示す。このときも高周波の印加によ

り低周波の不安定波の抑制が観測された。そのとき、低域および高域の側帯波(周波数 ω1
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および ω2)の振|隔はほぼ等しい大きさであり、関係式 ω1.2ωo干ω を満たしている。例

として、周波数が 0.013MHzである ICH波の基本波に対しては、両側帯波の周波数は

ω1，2 = 60.156平0.013MHzである。 ICH波の基本波および2次の高調波に対応する両側

帯波の励起が強く生じているのが見られるO 印加した高周波の電場と両側帯波の電場とに

よって、不安定な ICH波の減衰が起きていると考えられる。図4.12は印加高周波の振幅

を大きくした場合の不安定波の様子を示したものである。高周波の強度を上げることによ

り、不安定波がより大きく抑圧されているのがわかる。図4.13は、印加する高周波の振幅

を大きくしていったときの不安定波の周波数の偏移を示している。高周波振幅の増大とと

もに不安定波の周波数が徐々に高くなっているのがわかる。

他方、印加する高周波の振幅を一定にして、その周波数を低域混成波の周波数 ωLより

高くしていくと、図4.14に見られるように、不安定な ICH波の強度は増大していくのが

わかる。径方向に対する不安定な ICH波の2倍の高調波の振幅変化の様子を図4.15に示

す。実線は周波数 64MHzの高周波を印加したとき、破線は高周波を印加しないときを示

している o 波の振l幅は高周波の印加によって増大するとともに、プラズ、マの不均一性が最

大になる位置で大きくなる。他のモード、の波についても同様の傾向があるが、振幅の変化

は小さい。このときの高周波とその回りの側帯波の典型的なスペクトルを図4.16に示す。

この場合には、低域の側帯波 (ω1) の振l隔が高域の側帯波 (ω2) の振幅よりも大きくなっ

ている。図4.11、図4.12で見られる側帯波のスベクトル強度の振舞と異った特徴をもつこ

とがわかる o
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第 5章

考察 一理論と実験結果の比較一

5.1 不安定波の分散関係

図5.1(a)は、式 (4.27)-(4.30)により数値解析により得られたた11= 0.046 cm-1 (低い周

波数の 2つのモード)、および kll= 0.092 cm-
1 (高い周波数の4つのモード)に対する分

散図丸一ωである。パラメータは実験と一致している。実線は成長モードの分散曲線であ

り、点線は減衰モードである。図 5.1(b)は、図 5.1(a)における成長波の 5つのモードに対

応する、 h に対する成長率の数値計算結果を示す。 1"'-'3番目のモードの成長率は比較的

小さなた上の値で最大になるが、 4、5番目のモードの成長率はより大きなたよの値で最大

になることがわかる。実験で得られた丸一ωの点は、図 5.1(a)に黒丸で示しである。図

5.1(a)ベb)において、実験から得られた点は数値計算による分散関係とよく一致している

のがわかる。また、これらの波の垂直方向の波数は、数値計算で得られたそれぞれのモー

ドの成長率が最大になるようなたよの値の近くにあることがわかる。
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5.2 高周波電場を印加した場合

低域混成波の周波数 ωL付近の高周波を印加した場合において、数値解析によって予想

されたよ うに低周波の不安定波の抑制が観測された。しかし、不安定波の抑制が大きくな

る高周波の周波数は数値解析(図 2.4)では約 51MHzであるのに対して、実験では約 60

MHzとなり、数値解析の方が低い値になっている。これは、数値解析のモデ、ルと実験条件

の聞に幾らかの差具があるためと考えられ、定性的には一致しているといえるO 次に、図

2.6の数値解析の結果によれば、十分に大きな振中高の高周波を印加すると不安定波を完全

に抑制できることが示されているが、実験(図4.11，図4.12)において確認された。また、

印加高周波の娠|隔を増大させると、数値解析によれば図 2.5より不安定波の周波数が上昇ー

するが、その傾向は、実験(図4.13)と一致しているO 一方、数値解析(図 2.4ぅ図2.6)の

よれば、低域混成波の周波数 ωLより高い周波数の高周波を印加した場合の不安定性が増

大することが予想され、実験結果(図4.14)で定性的に確認された。ただし、実験におい

ては、印加する高周波の周波数を ωLの近傍で走査しでも数値計算で、得られたような不安

定波の成長率の急激な変動は見られず、 50MHz -70 MHzの広い周波数範囲で選択的に抑

制が観測され、その後印加高周波の周波数の上昇につれて不安定波が成長しているのがわ

かる O
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第 6章

結論

1 円柱プラズマで、磁場に平行に低エネルギーのイオンビームを入射したとき、励起され

た波の周波数スペクトルを観測し、高次までの ICH波の強い「司時励起を確認した。

プラズ、マ密度の不均一性が比較的弱いときは、 3次までの ICH波が励起されるが、

不均一性を強くしたときは、 5次までの ICH波が励起されることから不安定性はプ

ラズ、マ密度の不均一によっておこると推定される。

2 さらに、イオンビーム入射で不安定性は強く増大するO これは、イオンビームの遅い

空間電荷波または遅いサイクロトロン波とイオンサイクロトロン高調波が結合して不

安定性を増大させると考えられる。

3.これらの観測された不安定波のモードの波数およびモード数の決定を試み、不均一な

イオンビーム・プラズ、マ系における線形な分散関係を数値解析して得られた結果と比

較したところよい一致を見た。従って、不安定波はイオンサイクロトロン高調波とし

て同定できた。

4.次に、これらの不安定性の抑制を、外部から高周波電場の印加でもって可能かどうか

調べた。イオンビーム ・プラズマ系おいて、イオンサイクロトロン高調波の不安定性

が起こるとき、周波数近傍の高周波をビームを変調することによって印加し、そのと

き不安定性の抑制と増大を観測した。
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5.不安定性の抑制は印加高周波の周波数が低域混成周波数より低いときに起こるが、印

加高周波の周波数範囲はかなり狭いもので低域混成周波数に共鳴的であった。我々の

系では数Wの高周波印加によりイオンサイクロトロン高調波の不安定性は安定化出来

ることが分かった。

6.一方、印加高周波の周波数が低域混成周波数よりも高くなると、かなり広い周波数範

囲で不安定性が増大するO

7.この機構を調べるため理論解析を行った。ここで、印加高周波電場およびその両側帯

波の電場が円柱プラズ、マの径方向に電場の勾配を持つが、これらの高周波電場のポテ

ンシャルの勾配によるポンデラモーティブカが不安定低周波に作用してその密度揺動

を低減させると考え、また系は円柱プラズマおよび円柱イオンビームから形成されて

いるとして、径方向に関して円柱状の境界条件を考えた大局的モデ、ルで、解析した。得

られた数値解析結果と実験結果はかなり良い一致を見た。

.数値解析結果においても印加高周波の周波数が低域混成周波数よりも高くなると、か

なり広い周波数範囲で不安定性が強くなるのが見られる口これはパラメトリック崩壊

不安定性よると考えられる o
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~~~辞

本研究を実施するにあたり、須川正雄教授には直接に懇切丁寧なご指導をいただいた。

また、主指導教官の井上直樹教授をはじめ菅谷礼爾教授、横田俊昭助教授、前原常弘助手

には日頃より有益なご指導をいただいた。平成8年度修了の近藤崇君、岩本住三君、修士

課程学生の加賀山芳明君、井上順平君とは共に実験を行い 本研究をまとめるにあたって

も大変お世話になった。研究留学生の S.C. Sharma博士には貴重な助言をいただいた。

以上の各位に深謝の意を表明する次第であるO
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